テーマ別分科会：第Ⅱ－③分科会

記録者名前：渡辺　　徹（秋田県本部）

参加者人数：17日午後　86人／18日午前　52人

	プログラム
	17日(金)13：00～13：15

「分科会の説明」

　　　　　　座　長　新田幸一郎（宮崎県本部）

	記　　　録
	　小泉構造改革による格差社会が背景にあり、市場原理主義が福祉をゆがめている。

　保健・福祉・介護等と課題の広いテーマになるが、市民参加を中心に各地域の取り組みと課題を共有したい。

	プログラム
	13：15～14：45

　パネルディスカッション
　　コーディネーター：石毛　鍈子（ＮＰＯ法人市民がつくる政策調査会代表理事）

　　パネリスト：下村　笑子（札幌認知症の人と家族の会副会長）

　　　　　　　　　　　石井　郁子（横浜市福祉サービス協会・総合労働組合書記長）

　　　　　　　　　　　伊東　　寛（ＮＰＯ東京ケアネットワーク理事）

	記　　　録
	　後期高齢者・介護保険制度には安心感がなく、地域社会のニーズに合致しておらず、介護報酬改正にも矛盾が多く、複雑で現場が困惑している。

　サービスを利用する立場から、法改正により多くの課題を抱え、介護は本人が望むサービス提供になっておらず、利用者の要求に応える制度が望ましい。

　行政が認知症や介護保険制度などの内容やしくみを学習する場を提供し、ＮＰＯが市民との隙間を埋める。しかし、行政としても連携をとって地域に根ざした活動をしたいが、人員の確保が困難である。

　介護者家族の負担軽減と燃え尽きを防ぐためにも、人材育成が必要であり、介護という労働を考えていくうえで、人材の確保、賃金引き上げは一連の関係といえる。

	プログラム
	15：00～17：00

「フロアー討議」

	記　　　録
	　介護は家族へ依存しており、介護保険、ヘルパー制度そのものの構造を変えていかないと厳しい。

　理想の介護保険制度は、政権交代が必要（トップを変える）であり、雇用の安定と低賃金の是正を求めていく。

　介護保険制度の発足当時の原点であり根幹でもある「安心して暮らせる社会」実現のためには、家族・地域・仲間が声を出せる地域社会をつくらないといけない。

　認知症介護には、関係者だけでなく行政も加わり、地域でサポートしていく必要がある。

　認知症には、予防法としての「回想法」は効果がある。

　保険者としての自治体では、介護保険を理解していないので、本当に困った人たちがどう介護をうけているのか、地域をみてもらわないと。

	プログラム
	18日(土) 9 ：00～11：50

「レポート発表」と「フロアー討議」
　　①　「『障害のある人の権利擁護に関する条例』づくりに向けて～すべての人びとが等しく価値ある

　　　存在として尊重される地域社会を創るために～｣
　　　　　　北海道本部／社会福祉評議会

　　②　「外出支援ボランティアの取り組みについて」

　　　　　　新潟県本部／三条市職員労働組合連合会

　　　　　　助言者：石毛　鍈子（ＮＰＯ法人市民がつくる政策調査会代表理事）

	記　　　録
	　障害者の権利擁護のための条例づくりには、「障害者の権利条約」の批准と国内法整備や見直しが必要で、プロセスをどのように進めるかが重要である。

　地域の企業や事業所における、障害者への就労支援は大きな効果がある。

　地域との連携の中、地域の課題を共有し、日常の運動の中において共同で作業を行う土壌をつくっていく必要がある。

　ボランティアの取り組みについて、してあげるボランティアではなく、参加して、みんなが楽しめることが重要であり、ボランティアする人の気分がやすらぎ、世のため人のために役立っているという満足感があれば続けられる。

　ボランティアを社会参加として位置づける。

　福祉施設の民間委譲を止めることは出来ないが、地域に根ざした労働運動の一環としてサービス水準の維持のためにも、自治労の役割は大きい。

　運動の根本は「人」である。

	プログラム
	11：50～12：00

まとめ

	記　　　録
	　現在は、社会参加や地域復帰が出来ない環境にあり、福祉施設も地域の中でつながりを持つべきで、どこかにニーズが埋もれている。

　共に暮らし合う普通の生活の中において、障害者を除外していることが問題で、日本の国の社会福祉政策のありようと、新しい公共空間をどうやって作り出していくかを検討するのが自治研集会であり、次につなげていく役割がある。

　福祉に関係するすべての人が、尊厳を持ち得る生活をするための運動や取り組みが今後の課題である。


良かった点、反省点など

	

	　参加者が当初見込みより増えたせいか、室内が多少窮屈になってしまい、「ロの字」型の配列だったが、学校（教室）型が良かったかも。

　後方の参加者には、パネリストが見えにくかったようだ。

　自治研全国集会が半年間延期されたことで、年度当初の４月開催となり、参加者の減少が心配されたが、関係者と地元スタッフの努力により、集会（分科会）は成功裏に終了することが出来て良かった。

	


全体の印象、感想

	

	　今後、少子化が進み、人口減が顕著な地域では、さらに労働力人口も急減していくのは目に見えている。

　経済不況といわれる中において、企業や事業所も働きやすい環境を整えることが急務であり、障害者や女性を積極的に活用していけば、業績や先行きに大きな変化がみられるだろうし、働き手としての期待も高まると思う。

　法の整備とともに、地域におけるサポート強化など、自治労はさまざまな課題への目配りも欠かせない。
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